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Ⅰ 調査の概要  

  

１．調査の目的  

この調査は、大分市内の事業所及び勤労者の実態を把握し、勤労者福祉の充実に向けた施

策を講じるための基礎資料とすることを目的とする。  

  

２．調査の方法   

（１）調査対象  

 市内の中小企業から無作為に抽出した 1,000 事業所  

  

（２）調査基準日  

 令和 4年 9月 30 日現在  

（3年に１度調査を行っており、前回の基準日は令和元年 6月 1日現在）  

  

３．回収状況  

 配布数  1,000 部  

 回収数  246 部 （内 有効回答 245 部）  

 回収率  24.6％  

  

４．集計上の注意点  

 報告書本文中の比率はすべて百分率（％）で表し、小数点第２位以下を四捨五入してい

る。そのため単一回答であっても構成比の合計が 100％にならない場合がある。  

 複数回答の設問は、回答が２つ以上あり得るため、構成比の合計が 100％を上回る場合

がある。 
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

建
設
業

（

工
事
業
含
む
）

製
造
業

卸
売
・
小
売
業

（

飲
食
業
含
む
）

運
輸
業

金
融
・
保
険
業

不
動
産
業

電
気
・
ガ
ス
・

水
道
業

サ
ー

ビ
ス
業

情
報
通
信
業

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 37 24 23 25 20 16 6 43 6 36 9

100.0 15.1 9.8 9.4 10.2 8.2 6.5 2.4 17.6 2.4 14.7 3.7

４人以下 134 17 10 18 6 10 14 5 29 1 22 2

100.0 12.7 7.5 13.4 4.5 7.5 10.4 3.7 21.6 0.7 16.4 1.5

５～19人 73 14 10 4 9 7 2 1 11 5 8 2

100.0 19.2 13.7 5.5 12.3 9.6 2.7 1.4 15.1 6.8 11.0 2.7

20～49人 24 5 3 1 6 1 - - 3 - 4 1

100.0 20.8 12.5 4.2 25.0 4.2 - - 12.5 - 16.7 4.2

50～99人 8 - 1 - 4 - - - - - 1 2

100.0 - 12.5 - 50.0 - - - - - 12.5 25.0

100人以上 2 1 - - - 1 - - - - - -

100.0 50.0 - - - 50.0 - - - - - -

無回答 4 - - - - 1 - - - - 1 2

100.0 - - - - 25.0 - - - - 25.0 50.0

従
業
員
規
模
別

Ⅱ 調査結果の概要   

１．事業所の状況について  

（１）業種について  

今回調査した事業所の業種をみると、「サービス業」が 17.6％と最も多くなっている。次い

で「建設業（工事業含む）」が 15.1％、「運輸業」が 10.2％、「製造業」が 9.8％、「卸売・小

売業（飲食業含む）」が 9.4％となっている。  
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（２）従業員数について  

従業員の構成をみると、従業員の合計人数は 3,543 人となっており、「期間の定めのない労

働者（正社員等）」2,174 人で 61.4％を占め、次いで「パートタイム労働者」が 907 人で

25.6％となっている。 

男女比率をみると、期間の定めのない労働者（正社員等）は「男性」が 77.9％、「女性」が

22.0％と、男性が圧倒的に多く、期間の定めのある労働者（契約社員・期間従業員等）や派遣

労働者も「男性」が 7割強を占めている。 

パートタイム労働者は「男性」が 26.8％、「女性」が 72.9％と、女性が圧倒的に多く、業務

委託等労働者は「男性」が 48.8％、「女性」が 45.0％と、ほぼ男女半々となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期
間
の
定
め
の
な
い

労
働
者

（

正
社
員
等
）

期
間
の
定
め
の
あ
る

労
働
者
（

契
約
社
員
・

期
間
従
業
員
等
）

パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者

臨
時
・
日
雇
労
働
者

派
遣
労
働
者

業
務
委
託
等
労
働
者

全　体 3,543 2,174 169 907 31 53 209

100.0% 61.4% 4.8% 25.6% 0.9% 1.5% 5.9%

４人以下 585 203 2 246 12 2 120

100.0% 34.7% 0.3% 42.1% 2.1% 0.3% 20.5%

５～19人 860 654 35 120 18 11 22

100.0% 76.0% 4.1% 14.0% 2.1% 1.3% 2.6%

20～49人 874 671 31 115 1 12 44

100.0% 76.8% 3.5% 13.2% 0.1% 1.4% 5.0%

50～99人 966 456 67 403 - 28 12

100.0% 47.2% 6.9% 41.7% - 2.9% 1.2%

100人以上 258 190 34 23 - - 11

100.0% 73.6% 13.2% 8.9% - - 4.3%

建設業 470 360 13 18 4 11 64

（工事業含む） 100.0% 76.6% 2.8% 3.8% 0.9% 2.3% 13.6%

製造業 322 250 15 53 2 1 1

100.0% 77.6% 4.7% 16.5% 0.6% 0.3% 0.3%

卸売・小売業 215 100 17 75 1 - 22

（飲食業含む） 100.0% 46.5% 7.9% 34.9% 0.5% - 10.2%

運輸業 757 573 39 36 1 19 89

100.0% 75.7% 5.2% 4.8% 0.1% 2.5% 11.8%

金融・保険業 262 205 25 25 - 5 2

100.0% 78.2% 9.5% 9.5% - 1.9% 0.8%

不動産業 27 21 2 4 - - -

100.0% 77.8% 7.4% 14.8% - - -

12 10 - 2 - - -

100.0% 83.3% - 16.7% - - -

サービス業 369 222 3 122 11 4 7

100.0% 60.2% 0.8% 33.1% 3.0% 1.1% 1.9%

情報通信業 61 45 - 5 - - 11

100.0% 73.8% - 8.2% - - 18.0%

その他 483 236 36 182 12 6 11

100.0% 48.9% 7.5% 37.7% 2.5% 1.2% 2.3%

無回答 565 152 19 385 - 7 2

100.0% 26.9% 3.4% 68.1% - 1.2% 0.4%

上段：人数　下段：合計人数を母数とするパーセント

直接雇用以外

従
業
員
規
模
別

業
　
　
種
　
　
別

電気・ガス・
水道業

従
業
員
数
合
計

直接雇用
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正
社

員
等

契
約

社
員

・
期

間
従

業
員

等
パ

ー
ト

タ
イ

ム
労

働
者

臨
時

・
日

雇
労

働
者

派
遣

労
働

者
業

務
委

託
等

労
働

者

合
計

男
性

女
性

合
計

男
性

女
性

合
計

男
性

女
性

合
計

男
性

女
性

合
計

男
性

女
性

合
計

男
性

女
性

全
　

体
2
,
1
7
4

1
,
6
9
4

4
7
9

1
6
9

1
2
8

4
1

9
0
7

2
4
3

6
6
1

3
1

2
5

6
5
3

3
9

1
4

2
0
9

1
0
2

9
4

1
0
0
.
0
%

7
7
.
9
%

2
2
.
0
%

1
0
0
.
0
%

7
5
.
7
%

2
4
.
3
%

1
0
0
.
0
%

2
6
.
8
%

7
2
.
9
%

1
0
0
.
0
%

8
0
.
6
%

1
9
.
4
%

1
0
0
.
0
%

7
3
.
6
%

2
6
.
4
%

1
0
0
.
0
%

4
8
.
8
%

4
5
.
0
%

４
人

以
下

2
0
3

1
2
9

7
3

2
2

-
2
4
6

6
5

1
7
8

1
2

9
3

2
1

1
1
2
0

3
3

8
5

1
0
0
.
0
%

6
3
.
5
%

3
6
.
0
%

1
0
0
.
0
%

1
0
0
.
0
%

-
1
0
0
.
0
%

2
6
.
4
%

7
2
.
4
%

1
0
0
.
0
%

7
5
.
0
%

2
5
.
0
%

1
0
0
.
0
%

5
0
.
0
%

5
0
.
0
%

1
0
0
.
0
%

2
7
.
5
%

7
0
.
8
%

５
～

1
9
人

6
5
4

4
7
0

1
8
4

3
5

1
6

1
9

1
2
0

2
9

9
1

1
8

1
5

3
1
1

1
1

-
2
2

1
0

1

1
0
0
.
0
%

7
1
.
9
%

2
8
.
1
%

1
0
0
.
0
%

4
5
.
7
%

5
4
.
3
%

1
0
0
.
0
%

2
4
.
2
%

7
5
.
8
%

1
0
0
.
0
%

8
3
.
3
%

1
6
.
7
%

1
0
0
.
0
%

1
0
0
.
0
%

-
1
0
0
.
0
%

4
5
.
5
%

4
.
5
%

2
0
～

4
9
人

6
7
1

5
5
3

1
1
8

3
1

2
9

2
1
1
5

5
8

5
7

1
1

-
1
2

1
1

1
4
4

4
2

2

1
0
0
.
0
%

8
2
.
4
%

1
7
.
6
%

1
0
0
.
0
%

9
3
.
5
%

6
.
5
%

1
0
0
.
0
%

5
0
.
4
%

4
9
.
6
%

1
0
0
.
0
%

1
0
0
.
0
%

-
1
0
0
.
0
%

9
1
.
7
%

8
.
3
%

1
0
0
.
0
%

9
5
.
5
%

4
.
5
%

5
0
～

9
9
人

4
5
6

4
0
6

5
0

6
7

5
2

1
5

4
0
3

8
6

3
1
7

-
-

-
2
8

1
6

1
2

1
2

6
6

1
0
0
.
0
%

8
9
.
0
%

1
1
.
0
%

1
0
0
.
0
%

7
7
.
6
%

2
2
.
4
%

1
0
0
.
0
%

2
1
.
3
%

7
8
.
7
%

-
-

-
1
0
0
.
0
%

5
7
.
1
%

4
2
.
9
%

1
0
0
.
0
%

5
0
.
0
%

5
0
.
0
%

1
0
0
人

以
上

1
9
0

1
3
6

5
4

3
4

2
9

5
2
3

5
1
8

-
-

-
-

-
-

1
1

1
1

-

1
0
0
.
0
%

7
1
.
6
%

2
8
.
4
%

1
0
0
.
0
%

8
5
.
3
%

1
4
.
7
%

1
0
0
.
0
%

2
1
.
7
%

7
8
.
3
%

-
-

-
-

-
-

1
0
0
.
0
%

1
0
0
.
0
%

-

無
回

答
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

建
設

業
3
6
0

3
0
6

5
4

1
3

1
1

2
1
8

6
1
2

4
4

0
1
1

1
1

0
6
4

6
0

2

（
工

事
業

含
む

）
1
0
0
.
0
%

8
5
.
0
%

1
5
.
0
%

1
0
0
.
0
%

8
4
.
6
%

1
5
.
4
%

1
0
0
.
0
%

3
3
.
3
%

6
6
.
7
%

1
0
0
.
0
%

1
0
0
.
0
%

0
.
0
%

1
0
0
.
0
%

1
0
0
.
0
%

0
.
0
%

1
0
0
.
0
%

9
3
.
8
%

3
.
1
%

製
造

業
2
5
0

2
0
6

4
4

1
5

1
4

1
5
3

6
4
5

2
2

0
1

1
0

1
1

0

1
0
0
.
0
%

8
2
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4
%

1
7
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6
%

1
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0
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-
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上
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：
人
数
　
下
段
：
合
計
人
数
を
母
数
と
す
る
パ
ー
セ
ン
ト

※
男
女
別
人
数
を
回
答
し
て
い
な
い
場
合
が
あ
る
た
め
。
合
計
人
数
と
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る
。

＊
印
は
、
男
女
別
人
数
を
回
答
し
て
い
な
い
。

従 業 員 規 模 別 業 　 　 種 　 　 別
電

気
・

ガ
ス

・
水

道
業

直
接

雇
用

直
接

雇
用

以
外
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

あ
る

な
い

無
回
答

全　体 245 10 226 9

100.0 4.1 92.2 3.7

４人以下 134 3 125 6

100.0 2.2 93.3 4.5

５～19人 73 4 68 1

100.0 5.5 93.2 1.4

20～49人 24 2 22 -

100.0 8.3 91.7 -

50～99人 8 1 7 -

100.0 12.5 87.5 -

100人以上 2 - 2 -

100.0 - 100.0 -

無回答 4 - 2 2

100.0 - 50.0 50.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

従
業
員
が
い
つ
で
も
見
る

こ
と
が
で
き
る
状
態
に

あ
る

定
め
て
い
る
が
、

従
業
員

が
い
つ
で
も
見
る
こ
と
が

で
き
る
状
態
で
は
な
い

定
め
て
い
な
い

無
回
答

全　体 245 137 37 59 12

100.0 55.9 15.1 24.1 4.9

４人以下 134 54 20 52 8

100.0 40.3 14.9 38.8 6.0

５～19人 73 52 14 6 1

100.0 71.2 19.2 8.2 1.4

20～49人 24 22 2 - -

100.0 91.7 8.3 - -

50～99人 8 7 1 - -

100.0 87.5 12.5 - -

100人以上 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -

無回答 4 - - 1 3

100.0 - - 25.0 75.0

従
業
員
規
模
別

（３）労働組合の有無について  

労働組合についてみると、全体では「ある」が 4.1％であるが、4人以下の事業所では 2.2％と少な

くなっている。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）就業規則について  

就業規則についてみると、「従業員がいつでも見ることができる状態にある」が 55.9％と半数を超

え、「定めているが、従業員がいつでも見ることができる状態ではない」が 15.1％、「定めていない」

が 24.1％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

1
0
時
間
以
下

1
0
時
間
超
～

 
2
0
時
間
以
下

2
0
時
間
超
～

 
3
0
時
間
以
下

3
0
時
間
超
～

 
4
0
時
間
以
下

4
0
時
間
超

残
業
な
し

無
回
答

全　体 245 85 38 20 9 8 56 29

100.0 34.7 15.5 8.2 3.7 3.3 22.9 11.8

４人以下 134 42 11 7 4 3 45 22

100.0 31.3 8.2 5.2 3.0 2.2 33.6 16.4

５～19人 73 32 17 5 4 1 11 3

100.0 43.8 23.3 6.8 5.5 1.4 15.1 4.1

20～49人 24 7 7 6 1 3 - -

100.0 29.2 29.2 25.0 4.2 12.5 - -

50～99人 8 3 3 1 - 1 - -

100.0 37.5 37.5 12.5 - 12.5 - -

100人以上 2 1 - 1 - - - -

100.0 50.0 - 50.0 - - - -

無回答 4 - - - - - - 4

100.0 - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

２．職場環境について  

Ａ.労働時間及び週休制・有給休暇（正社員について）  

（１）１か月間の平均時間外労働時間  

① 従業員規模別  

過去１年間の１か月間の平均時間外労働時間をみると、「10 時間以下」が 34.7％と最も多く、次

いで「残業なし」が 22.9％、「10 時間超～20時間以下」が 15.5％となっている。 

従業員規模別にみると、4人以下の事業所では残業時間があったのは約5割となっており、他の事

業規模の事業所よりも少なくなっている。 
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

1
0
時
間
以
下

1
0
時
間
超
～

 
2
0
時
間
以
下

2
0
時
間
超
～

 
3
0
時
間
以
下

3
0
時
間
超
～

 
4
0
時
間
以
下

4
0
時
間
超

残
業
な
し

無
回
答

全　体 245 85 38 20 9 8 56 29

100.0 34.7 15.5 8.2 3.7 3.3 22.9 11.8

建設業 37 14 7 6 2 - 6 2

（工事業含む） 100.0 37.8 18.9 16.2 5.4 - 16.2 5.4

製造業 24 13 6 - - - 4 1

100.0 54.2 25.0 - - - 16.7 4.2

卸売・小売業 23 4 3 1 2 - 9 4

（飲食業含む） 100.0 17.4 13.0 4.3 8.7 - 39.1 17.4

運輸業 25 7 3 5 2 4 4 -

100.0 28.0 12.0 20.0 8.0 16.0 16.0 -

金融・保険業 20 12 - - - - 3 5

100.0 60.0 - - - - 15.0 25.0

不動産業 16 4 1 - - - 7 4

100.0 25.0 6.3 - - - 43.8 25.0

電気・ガス・ 6 - 1 1 - - 3 1

水道業 100.0 - 16.7 16.7 - - 50.0 16.7

サービス業 43 14 7 2 2 3 12 3

100.0 32.6 16.3 4.7 4.7 7.0 27.9 7.0

情報通信業 6 4 1 - - - 1 -

100.0 66.7 16.7 - - - 16.7 -

その他 36 12 8 3 1 1 7 4

100.0 33.3 22.2 8.3 2.8 2.8 19.4 11.1

無回答 9 1 1 2 - - - 5

100.0 11.1 11.1 22.2 - - - 55.6

業
　
　
種
　
　
別

② 業種別  

業種別にみると、運輸業、サービス業で残業時間が 30時間を超える割合が高くなっている。 
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

週
休
1
日
制

週
休
1
日
半
制

月
1
回
週
休
2
日
制

月
2
回
以
上
週
休

2
日
制

完
全
週
休
2
日
制

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 17 5 10 53 108 24 28

100.0 6.9 2.0 4.1 21.6 44.1 9.8 11.4

４人以下 134 8 3 4 24 61 13 21

100.0 6.0 2.2 3.0 17.9 45.5 9.7 15.7

５～19人 73 5 2 4 17 36 7 2

100.0 6.8 2.7 5.5 23.3 49.3 9.6 2.7

20～49人 24 4 - 1 10 7 2 -

100.0 16.7 - 4.2 41.7 29.2 8.3 -

50～99人 8 - - 1 2 3 1 1

100.0 - - 12.5 25.0 37.5 12.5 12.5

100人以上 2 - - - - 1 1 -

100.0 - - - - 50.0 50.0 -

無回答 4 - - - - - - 4

100.0 - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

（２）週休制について  

① 従業員規模別  

週休制については、「完全週休 2日制」が 44.1％と最も多く、次いで「月 2回以上週休 2日制」が

21.6％となっている。 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



 

9 

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

週
休
1
日
制

週
休
1
日
半
制

月
1
回
週
休
2
日
制

月
2
回
以
上
週
休

2
日
制

完
全
週
休
2
日
制

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 17 5 10 53 108 24 28

100.0 6.9 2.0 4.1 21.6 44.1 9.8 11.4

建設業 37 5 2 3 13 11 3 -

（工事業含む） 100.0 13.5 5.4 8.1 35.1 29.7 8.1 -

製造業 24 2 1 2 10 8 1 -

100.0 8.3 4.2 8.3 41.7 33.3 4.2 -

卸売・小売業 23 - - 2 4 12 1 4

（飲食業含む） 100.0 - - 8.7 17.4 52.2 4.3 17.4

運輸業 25 4 - 1 7 4 7 2

100.0 16.0 - 4.0 28.0 16.0 28.0 8.0

金融・保険業 20 1 - - - 13 1 5

100.0 5.0 - - - 65.0 5.0 25.0

不動産業 16 - - - 1 7 4 4

100.0 - - - 6.3 43.8 25.0 25.0

電気・ガス・ 6 1 - - - 2 2 1

水道業 100.0 16.7 - - - 33.3 33.3 16.7

サービス業 43 2 1 1 8 26 2 3

100.0 4.7 2.3 2.3 18.6 60.5 4.7 7.0

情報通信業 6 - - - - 6 - -

100.0 - - - - 100.0 - -

その他 36 2 1 1 9 16 3 4

100.0 5.6 2.8 2.8 25.0 44.4 8.3 11.1

無回答 9 - - - 1 3 - 5

100.0 - - - 11.1 33.3 - 55.6

業
　
　
種
　
　
別

② 業種別  

業種別にみると、「完全週休 2 日制」は情報通信業（100.0％）、金融・保険業（65.0％）、サービ

ス業（60.5％）、卸売・小売業（飲食業含む）（52.2％）で、半数を超えている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

1
0
％
未
満

1
0
％
以
上
3
0
％
未
満

3
0
％
以
上
5
0
％
未
満

5
0
％
以
上
7
0
％
未
満

7
0
％
以
上
9
0
％
未
満

9
0
％
以
上

無
回
答

全　体 245 58 30 34 22 15 43 43

100.0 23.7 12.2 13.9 9.0 6.1 17.6 17.6

４人以下 134 43 12 11 9 6 21 32

100.0 32.1 9.0 8.2 6.7 4.5 15.7 23.9

５～19人 73 13 12 11 7 7 17 6

100.0 17.8 16.4 15.1 9.6 9.6 23.3 8.2

20～49人 24 2 3 7 6 1 4 1

100.0 8.3 12.5 29.2 25.0 4.2 16.7 4.2

50～99人 8 - 2 4 - 1 1 -

100.0 - 25.0 50.0 - 12.5 12.5 -

100人以上 2 - 1 1 - - - -

100.0 - 50.0 50.0 - - - -

無回答 4 - - - - - - 4

100.0 - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

（３）年次有給休暇の取得率について  

① 従業員規模別  

過去１年間の年次有給休暇の取得率をみると、「10％未満」が 23.7％と最も多く、次いで「90％

以上」（17.6％）、「30％以上 50％未満」（13.9％）、「10％以上 30％未満」（12.2％）となっている。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



 

11 

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

1
0
％
未
満

1
0
％
以
上
3
0
％
未
満

3
0
％
以
上
5
0
％
未
満

5
0
％
以
上
7
0
％
未
満

7
0
％
以
上
9
0
％
未
満

9
0
％
以
上

無
回
答

全　体 245 58 30 34 22 15 43 43

100.0 23.7 12.2 13.9 9.0 6.1 17.6 17.6

建設業 37 11 9 4 3 2 5 3

（工事業含む） 100.0 29.7 24.3 10.8 8.1 5.4 13.5 8.1

製造業 24 5 5 4 2 4 2 2

100.0 20.8 20.8 16.7 8.3 16.7 8.3 8.3

卸売・小売業 23 4 3 3 1 1 6 5

（飲食業含む） 100.0 17.4 13.0 13.0 4.3 4.3 26.1 21.7

運輸業 25 6 1 7 3 1 7 -

100.0 24.0 4.0 28.0 12.0 4.0 28.0 -

金融・保険業 20 4 1 2 3 1 4 5

100.0 20.0 5.0 10.0 15.0 5.0 20.0 25.0

不動産業 16 6 - 1 - - 1 8

100.0 37.5 - 6.3 - - 6.3 50.0

電気・ガス・ 6 3 - - - - 2 1

水道業 100.0 50.0 - - - - 33.3 16.7

サービス業 43 13 2 4 7 2 8 7

100.0 30.2 4.7 9.3 16.3 4.7 18.6 16.3

情報通信業 6 1 - - 1 1 3 -

100.0 16.7 - - 16.7 16.7 50.0 -

その他 36 5 8 7 2 3 4 7

100.0 13.9 22.2 19.4 5.6 8.3 11.1 19.4

無回答 9 - 1 2 - - 1 5

100.0 - 11.1 22.2 - - 11.1 55.6

業
　
　
種
　
　
別

② 業種別  

業種別にみると、建設業（工事業含む）では 30％未満の事業所が多く、情報通信業、運輸業、卸

売・小売業（飲食業含む）では 90％以上の事業所が多くなっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

あ
る

な
い

無
回
答

全　体 245 63 135 47

100.0 25.7 55.1 19.2

４人以下 134 20 78 36

100.0 14.9 58.2 26.9

５～19人 73 18 50 5

100.0 24.7 68.5 6.8

20～49人 24 16 6 2

100.0 66.7 25.0 8.3

50～99人 8 7 1 -

100.0 87.5 12.5 -

100人以上 2 2 - -

100.0 100.0 - -

無回答 4 - - 4

100.0 - - 100.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

設
け
て
い
る

設
け
て
い
な
い
が
今
後

整
備
予
定

設
け
て
お
ら
ず
整
備
す
る

予
定
は
な
い

無
回
答

「

設
け
て
い
る
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

子
が
満
1
歳
に
達
す
る
ま
で
。

た
だ
し
、

一
定
の
場
合
は

満
2
歳
に
達
す
る
ま
で

産
休
終
了
後
1
年
間

子
が
満
1
歳
6
か
月
に

達
す
る
ま
で

子
が
満
3
歳
に
達
す
る
ま
で

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 94 40 87 24 94 63 9 12 2 4 4

100.0 38.4 16.3 35.5 9.8 100.0 67.0 9.6 12.8 2.1 4.3 4.3

４人以下 134 32 21 61 20 32 23 1 2 1 1 4

100.0 23.9 15.7 45.5 14.9 100.0 71.9 3.1 6.3 3.1 3.1 12.5

５～19人 73 34 16 22 1 34 24 6 3 - 1 -

100.0 46.6 21.9 30.1 1.4 100.0 70.6 17.6 8.8 - 2.9 -

20～49人 24 18 3 3 - 18 11 2 3 1 1 -

100.0 75.0 12.5 12.5 - 100.0 61.1 11.1 16.7 5.6 5.6 -

50～99人 8 8 - - - 8 4 - 4 - - -

100.0 100.0 - - - 100.0 50.0 - 50.0 - - -

100人以上 2 2 - - - 2 1 - - - 1 -

100.0 100.0 - - - 100.0 50.0 - - - 50.0 -

無回答 4 - - 1 3 - - - - - - -

100.0 - - 25.0 75.0 - - - - - - -

従
業
員
規
模
別

利用できる期間

Ｂ.育児・介護への支援（正社員について）  

（１）育児休業制度の規程の整備と利用できる期間  

育児休業制度に関する規定をみると、「設けている」は 38.4％、そのうち、利用可能期間は「子が

満 1歳に達するまで。ただし、一定の場合は満 2歳に達するまで」が 67.0％と多くなっている。 

従業員規模別にみると、19 人以下の事業所で整備が遅れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）子の看護休暇制度について  

子の看護休暇制度の有無については、「ある」が 25.7％、「ない」が 55.1％となっている。 

従業員規模別にみると、19 人以下の事業所で整備が遅れている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

設
け
て
い
る

設
け
て
い
な
い
が
今
後

整
備
予
定

設
け
て
お
ら
ず
整
備
す
る

予
定
は
な
い

無
回
答

「

設
け
て
い
る
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

（

対
象
家
族
1
人
に
つ
き
）

9
3
日
ま
で

（

対
象
家
族
1
人
に
つ
き
）

9
3
日
を
超
え
る

無
回
答

全　体 245 74 52 75 44 74 64 6 4

100.0 30.2 21.2 30.6 18.0 100.0 86.5 8.1 5.4

４人以下 134 23 23 52 36 23 18 1 4

100.0 17.2 17.2 38.8 26.9 100.0 78.3 4.3 17.4

５～19人 73 23 26 20 4 23 21 2 -

100.0 31.5 35.6 27.4 5.5 100.0 91.3 8.7 -

20～49人 24 18 3 2 1 18 16 2 -

100.0 75.0 12.5 8.3 4.2 100.0 88.9 11.1 -

50～99人 8 8 - - - 8 7 1 -

100.0 100.0 - - - 100.0 87.5 12.5 -

100人以上 2 2 - - - 2 2 - -

100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - -

無回答 4 - - 1 3 - - - -

100.0 - - 25.0 75.0 - - - -

従
業
員
規
模
別

利用できる期間

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

あ
る

な
い

無
回
答

全　体 245 68 93 84

100.0 27.8 38.0 34.3

４人以下 134 22 51 61

100.0 16.4 38.1 45.5

５～19人 73 21 33 19

100.0 28.8 45.2 26.0

20～49人 24 16 7 1

100.0 66.7 29.2 4.2

50～99人 8 7 1 -

100.0 87.5 12.5 -

100人以上 2 2 - -

100.0 100.0 - -

無回答 4 - 1 3

100.0 - 25.0 75.0

従
業
員
規
模
別

（３）介護休業制度の規程の整備と利用できる期間  

介護休業制度に関する規定をみると、「設けている」が 30.2％で、そのうち、利用できる期間とし

ては、「（対象家族 1人につき）93日まで」が 86.5％と多くなっている。 

従業員規模別にみると、19 人以下の事業所での整備が遅れている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（４）介護休暇制度の有無について  

介護休暇制度の有無については、「ある」が 27.8％となっている。 

従業員規模別にみると、19 人以下の事業所での整備が遅れている。 
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

独
立
し
た
担
当
部
署
が

あ
る

総
務
・
人
事
系
の
部
署

に
担
当
が
い
る

総
務
・
人
事
系
以
外
の

部
署
に
担
当
が
い
る

担
当
は
配
置
し
て

い
な
い

無
回
答

全　体 245 - 32 3 188 22

100.0 - 13.1 1.2 76.7 9.0

４人以下 134 - 7 1 110 16

100.0 - 5.2 0.7 82.1 11.9

５～19人 73 - 11 1 59 2

100.0 - 15.1 1.4 80.8 2.7

20～49人 24 - 11 - 13 -

100.0 - 45.8 - 54.2 -

50～99人 8 - 1 1 5 1

100.0 - 12.5 12.5 62.5 12.5

100人以上 2 - 2 - - -

100.0 - 100.0 - - -

無回答 4 - - - 1 3

100.0 - - - 25.0 75.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

す
べ
て
取
り
組
ん
で
い
る

取
り
組
ん
で
い
な
い

項
目
が
あ
る

無
回
答

「

取
り
組
ん
で
い
な
い
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

年
５
日
の
年
次
有
給
休
暇
の

取
得

労
働
時
間
状
況
の
客
観
的
な

把
握

フ
レ
ッ

ク
ス
タ
イ
ム
制
の

拡
充

高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

制
度
の
創
設

勤
務
間
イ
ン
タ
ー

バ
ル
制
度

の
導
入

残
業
時
間
の
上
限
規
制

雇
用
形
態
に
関
わ
ら
な
い

公
正
な
待
遇
の
確
保

無
回
答

全　体 245 52 159 34 159 39 29 88 110 78 47 38 14

100.0 21.2 64.9 13.9 100.0 24.5 18.2 55.3 69.2 49.1 29.6 23.9 8.8

４人以下 134 26 84 24 84 27 16 43 59 45 28 28 12

100.0 19.4 62.7 17.9 100.0 32.1 19.0 51.2 70.2 53.6 33.3 33.3 14.3

５～19人 73 21 48 4 48 9 9 30 31 19 13 8 2

100.0 28.8 65.8 5.5 100.0 18.8 18.8 62.5 64.6 39.6 27.1 16.7 4.2

20～49人 24 5 17 2 17 3 4 8 12 9 4 2 -

100.0 20.8 70.8 8.3 100.0 17.6 23.5 47.1 70.6 52.9 23.5 11.8 -

50～99人 8 - 8 - 8 - - 6 7 4 1 - -

100.0 - 100.0 - 100.0 - - 75.0 87.5 50.0 12.5 - -

100人以上 2 - 2 - 2 - - 1 1 1 1 - -

100.0 - 100.0 - 100.0 - - 50.0 50.0 50.0 50.0 - -

無回答 4 - - 4 - - - - - - - - -

100.0 - - 100.0 - - - - - - - - -

従
業
員
規
模
別

取り組んでいない項目

３．働き方改革、ワーク・ライフ・バランスの推進について  

（１）ワーク・ライフ・バランス推進担当について  

ワーク・ライフ・バランス推進を担当する部署や社員の有無をみると、「担当は配置していない」

が 76.7％と多くなっている。「独立した担当部署がある」はなく、「総務・人事系の部署に担当がい

る」が 13.1％、「総務・人事系以外の部署に担当がいる」が 1.2％となっている。  

従業員規模別にみると、19 人以下の事業所での整備が遅れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「働き方改革関連法」への対応状況  

①取り組み状況  

順次施行されている働き方改革関連法案への対応をみると、「すべて取り組んでいる」は 21.2％に

とどまり、「取り組んでいない項目がある」が 64.9％となっている。 

取り組んでいない項目としては、「高度プロフェッショナル制度の創設」が 69.2％と最も多く、次

いで「フレックスタイム制の拡充」（55.3％）、「勤務間インターバル制度の導入」（49.1％）となって

いる。 
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②取り組む上での課題（自由記述） 

建設業 

・人員の慢性的不足。（126 人） 

・「休み」となった場合、コストプッシュとなり経営影響大きい。（126 人） 

・建設業のため作業できる時間が決まっている。（5人） 

・建設工事は土曜・祭日が通常工事が一般的。（126 人） 

・客先勤務に統一しているので出来ない。中小企業には大変難しい。（66人） 

・他社の取組み内容を教えて欲しい。（12 人） 

製造業 ・自社の業種に合わない。（8人） 

卸売・小売業 ・該当者の雇用予定が出来たら考えます。（2人） 

運輸業 

・人手不足、人材不足。（19 人） 

・計画的な出勤体制が必要。（13 人） 

・取引先との時間制限があり取り組むことが出来ていない。今後の課題の一つ

です。（54人） 

・制度についての知識不足。（19 人） 

金融・保険業 
・人件費の負担増。（4人） 

・営業職員の打合せが困難。（9人） 

サービス業 ・人件費の増加、増加に見合う利益計上。（33 人） 

その他 
・零細企業につき各待遇への配慮は出来るが「働き方改革関連法」の施策を取

り組んだ場合、根本的売上げにかかわる為、無理がある。（2人） 

※（ ）内は従業員数 
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

実
施
し
て
い
る

実
施
し
て
い
な
い
が
今
後

整
備
予
定

実
施
し
て
お
ら
ず
整
備

す
る
予
定
は
な
い

無
回
答

全　体 245 35 19 166 25

100.0 14.3 7.8 67.8 10.2

４人以下 134 21 9 87 17

100.0 15.7 6.7 64.9 12.7

５～19人 73 9 8 53 3

100.0 12.3 11.0 72.6 4.1

20～49人 24 5 2 16 1

100.0 20.8 8.3 66.7 4.2

50～99人 8 - - 7 1

100.0 - - 87.5 12.5

100人以上 2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -

無回答 4 - - 1 3

100.0 - - 25.0 75.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

対
応
で
き
る
業
種
・
業
態

で
は
な
い

就
業
規
則
な
ど
の
ル
ー

ル
が

整
備
で
き
て
い
な
い

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
環
境
が
整
備

さ
れ
て
い
な
い

情
報
漏
洩
リ
ス
ク
に
対
す
る

対
策
が
不
十
分

従
業
員
が
負
担
す
る
コ
ス
ト

（

光
熱
費
等
）

の
対
応

業
務
の
生
産
性
・
効
率
性
の

低
下

業
務
上
の
指
示
や

打
ち
合
わ
せ
等
の
支
障

決
裁
等
の
電
子
化
（

ペ
ー

パ

レ
ス
化
）

対
応
が
不
十
分

一
部
の
社
員
へ
の
業
務
集
中

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
の

減
少

テ
レ
ワ
ー

ク
中
の
社
員
の

健
康
管
理

社
員
に
よ
っ

て
異
な
る

就
業
環
境
へ
の
対
応

業
務
・
労
働
時
間
等
の

管
理
が
し
づ
ら
い

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 145 24 26 25 16 19 23 17 9 25 8 14 28 12 56

100.0 59.2 9.8 10.6 10.2 6.5 7.8 9.4 6.9 3.7 10.2 3.3 5.7 11.4 4.9 22.9

４人以下 134 69 7 9 8 5 7 10 7 3 10 3 4 9 5 44

100.0 51.5 5.2 6.7 6.0 3.7 5.2 7.5 5.2 2.2 7.5 2.2 3.0 6.7 3.7 32.8

５～19人 73 49 8 8 8 6 7 6 5 2 9 3 5 12 6 7

100.0 67.1 11.0 11.0 11.0 8.2 9.6 8.2 6.8 2.7 12.3 4.1 6.8 16.4 8.2 9.6

20～49人 24 17 6 6 7 4 5 6 4 4 4 2 3 5 1 2

100.0 70.8 25.0 25.0 29.2 16.7 20.8 25.0 16.7 16.7 16.7 8.3 12.5 20.8 4.2 8.3

50～99人 8 7 2 2 2 1 - 1 1 - 1 - 2 2 - -

100.0 87.5 25.0 25.0 25.0 12.5 - 12.5 12.5 - 12.5 - 25.0 25.0 - -

100人以上 2 2 1 1 - - - - - - 1 - - - - -

100.0 100.0 50.0 50.0 - - - - - - 50.0 - - - - -

無回答 4 1 - - - - - - - - - - - - - 3

100.0 25.0 - - - - - - - - - - - - - 75.0

従
業
員
規
模
別

（３）テレワークの実施状況  

テレワークの実施状況をみると、「実施している」は 14.3％にとどまり、「実施していないが今後

整備予定」が 7.8％、「実施しておらず整備する予定はない」が 67.8％となっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）テレワーク実施上の課題・不安な点（複数回答）  

テレワーク実施上の課題・不安な点をみると、「対応できる業種・業態ではない」が 59.2％と半数

を超えている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

積
極
的
に
雇
用

し
て
い
る

男
性
・
女
性
の
性
別
に

関
わ
り
な
く
雇
用
し
て

い
る

雇
用
に
関
し
て
あ
ま
り

積
極
的
で
は
な
い

雇
用
し
て
い
な
い

無
回
答

「

積
極
的
に
雇
用
し
て

い
る
」

と
回
答
し
た

事
業
所
数

女
性
な
ら
で
は
の
視
点

や
感
性
を
活
か
せ
る

職
場
の
雰
囲
気
が
良
く

な
る

女
性
に
向
い
て
い
る

業
務
が
多
い

短
時
間
勤
務
な
ど
柔
軟

に
活
用
で
き
る

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 61 101 21 42 20 61 20 3 18 10 3 7

100.0 24.9 41.2 8.6 17.1 8.2 100.0 32.8 4.9 29.5 16.4 4.9 11.5

４人以下 134 32 48 8 31 15 32 9 1 10 6 2 4

100.0 23.9 35.8 6.0 23.1 11.2 100.0 28.1 3.1 31.3 18.8 6.3 12.5

５～19人 73 22 32 7 10 2 22 8 1 6 4 - 3

100.0 30.1 43.8 9.6 13.7 2.7 100.0 36.4 4.5 27.3 18.2 - 13.6

20～49人 24 7 13 3 1 - 7 3 1 2 - 1 -

100.0 29.2 54.2 12.5 4.2 - 100.0 42.9 14.3 28.6 - 14.3 -

50～99人 8 - 7 1 - - - - - - - - -

100.0 - 87.5 12.5 - - - - - - - - -

100人以上 2 - 1 1 - - - - - - - - -

100.0 - 50.0 50.0 - - - - - - - - -

無回答 4 - - 1 - 3 - - - - - - -

100.0 - - 25.0 - 75.0 - - - - - - -

従
業
員
規
模
別

積極的に採用する最も大きな理由

上段：実数
下段：パーセント

「

積
極
的
で
な
い
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

結
婚
や
出
産
で
退
職
し
て

し
ま
う

出
産
や
育
児
で
休
職
す
る

こ
と
が
あ
る

時
間
外
労
働
を

頼
み
に
く
い

重
要
な
業
務
を

任
せ
に
く
い

業
務
が
限
ら
れ
て
し
ま
う

そ
の
他

無
回
答

全　体 63 2 3 5 5 28 20 14

100.0 3.2 4.8 7.9 7.9 44.4 31.7 22.2

４人以下 39 - - 1 2 13 13 11

100.0 - - 2.6 5.1 33.3 33.3 28.2

５～19人 17 2 2 3 3 10 7 1

100.0 11.8 11.8 17.6 17.6 58.8 41.2 5.9

20～49人 4 - - - - 3 - 1

100.0 - - - - 75.0 - 25.0

50～99人 1 - - - - 1 - -

100.0 - - - - 100.0 - -

100人以上 1 - 1 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 100.0 - 100.0 - -

無回答 1 - - - - - - 1

100.0 - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

４．女性の就労について  

（１）女性の採用に関する取組  

女性の雇用についてみると、「男性・女性の性別に関わりなく雇用している」が 41.2％と最も多

く、次いで「積極的に雇用している」が 24.9％、「雇用していない」が 17.1％、「雇用に関してあま

り積極的ではない」が 8.6％となっている。 

女性を積極的に雇用している理由としては、「女性ならではの視点や感性を活かせる」（32.8％）と

「女性に向いている業務が多い」（29.5％）が多くなっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）女性の採用に関する課題（複数回答）  

女性の雇用に関する課題としては、「業務が限られてしまう」が 44.4％と最も多くなっている。  

 

 

 

  

    

  



 

18 

上段：人数
下段：パーセント

管理職
全体人数

うち、
女性人数

全　体 426 101

100.0% 23.7%

４人以下 53 24

100.0% 45.3%

５～19人 143 49

100.0% 34.3%

20～49人 147 16

100.0% 10.9%

50～99人 41 4

100.0% 9.8%

100人以上 42 8

100.0% 19.0%

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

人
材
育
成
制
度
を
整
備

し
た

評
価
制
度
や
昇
進
・
昇
格

基
準
を
明
確
に
し
た

資
格
に
対
す
る
助
成
を

し
た

仕
事
と
家
庭
の
両
立
の

た
め
の
制
度
を
整
備
し
た

意
欲
が
あ
る
社
員
を

積
極
的
に
登
用
し
た

キ
ャ

リ
ア
ア
ッ

プ
の
た
め

多
様
な
業
務
に
配
置
し
た

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 6 15 12 15 41 6 23 153

100.0 2.4 6.1 4.9 6.1 16.7 2.4 9.4 62.4

４人以下 134 2 5 4 8 12 1 17 94

100.0 1.5 3.7 3.0 6.0 9.0 0.7 12.7 70.1

５～19人 73 2 5 6 4 16 4 2 42

100.0 2.7 6.8 8.2 5.5 21.9 5.5 2.7 57.5

20～49人 24 2 5 2 2 9 - 3 9

100.0 8.3 20.8 8.3 8.3 37.5 - 12.5 37.5

50～99人 8 - - - 1 2 1 1 4

100.0 - - - 12.5 25.0 12.5 12.5 50.0

100人以上 2 - - - - 2 - - -

100.0 - - - - 100.0 - - -

無回答 4 - - - - - - - 4

100.0 - - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

（３）女性の管理職の人数  

管理職の合計人数は 426 人で、そのうち女性管理職は 101 人、率にすると 23.7％となっている。  

  

  

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

（４）女性を管理職に登用するために実施しているもの（複数回答）  

女性を管理職に登用するために実施していることをみると、「意欲がある社員を積極的に登用し

た」が 16.7％と最も多くなっている。次いで「評価制度や昇進・昇格基準を明確にした」と「仕事

と家庭の両立のための制度を整備した」が各 6.1％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

必
要
な
知
識
や
経
験
を
有
す
る

女
性
が
い
な
い

本
人
の
昇
進
意
欲
が
な
い
こ
と

家
庭
と
の
両
立
が
難
し
そ
う

出
張
、

転
勤
等
へ
の
対
応
が

困
難

ロ
ー

ル
モ
デ
ル
が
少
な
い
、

い
な
い

正
規
採
用
の
女
性
が
い
な
い

職
場
の
認
識
・
理
解
が
不
十
分

顧
客
や
取
引
先
の
認
識
・
理
解

が
不
十
分

勤
務
年
数
が
短
く
、

管
理
職
に

な
る
ま
で
に
退
職
し
て
し
ま
う

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 24 27 36 15 27 14 10 7 24 21 113

100.0 9.8 11.0 14.7 6.1 11.0 5.7 4.1 2.9 9.8 8.6 46.1

４人以下 134 8 4 13 6 4 9 3 3 9 17 78

100.0 6.0 3.0 9.7 4.5 3.0 6.7 2.2 2.2 6.7 12.7 58.2

５～19人 73 9 15 18 4 11 4 6 3 11 3 25

100.0 12.3 20.5 24.7 5.5 15.1 5.5 8.2 4.1 15.1 4.1 34.2

20～49人 24 5 6 3 2 8 - 1 1 2 1 5

100.0 20.8 25.0 12.5 8.3 33.3 - 4.2 4.2 8.3 4.2 20.8

50～99人 8 2 2 2 2 3 1 - - 1 - 1

100.0 25.0 25.0 25.0 25.0 37.5 12.5 - - 12.5 - 12.5

100人以上 2 - - - 1 1 - - - 1 - -

100.0 - - - 50.0 50.0 - - - 50.0 - -

無回答 4 - - - - - - - - - - 4

100.0 - - - - - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

（５）女性を管理職に登用する際の障壁（複数回答）  

女性を管理職に登用するときの障壁をみると、「家庭との両立が難しそう」が 14.7％と最も多くな

っている。次いで「本人の昇進意欲がないこと」「ロールモデルが少ない、いない」が 11.0％となっ

ている。  

  

  

  

  



 

20 

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

雇
用
し
て
い
る

過
去
に
雇
用
し
た
こ
と
が

あ
る
が
、

現
在
は
雇
用
し

て
い
な
い

こ
れ
ま
で
に
雇
用

し
た
こ
と
が
な
い

無
回
答

全　体 245 128 29 67 21

100.0 52.2 11.8 27.3 8.6

４人以下 134 38 22 60 14

100.0 28.4 16.4 44.8 10.4

５～19人 73 56 7 7 3

100.0 76.7 9.6 9.6 4.1

20～49人 24 24 - - -

100.0 100.0 - - -

50～99人 8 8 - - -

100.0 100.0 - - -

100人以上 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -

無回答 4 - - - 4

100.0 - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

7
0
歳
ま
で
の
定
年

引
上
げ

定
年
制
の
廃
止

7
0
歳
ま
で
の
継
続
雇
用

制
度
（

再
雇
用
制
度
・
勤

務
延
長
制
度
）

の
導
入

7
0
歳
ま
で
継
続
的
に

業
務
委
託
契
約
を
締
結

す
る
制
度
の
導
入

7
0
歳
ま
で
継
続
的
に

以
下
の
事
業
※

に
従
事

で
き
る
制
度
の
導
入

そ
の
他

導
入
し
て
い
な
い

高
年
齢
者
就
業
確
保
措
置

の
対
象
外

無
回
答

全　体 245 5 36 45 5 1 7 100 5 41

100.0 2.0 14.7 18.4 2.0 0.4 2.9 40.8 2.0 16.7

４人以下 134 3 21 11 1 - 1 65 3 29

100.0 2.2 15.7 8.2 0.7 - 0.7 48.5 2.2 21.6

５～19人 73 1 14 19 3 1 4 23 - 8

100.0 1.4 19.2 26.0 4.1 1.4 5.5 31.5 - 11.0

20～49人 24 1 1 11 1 - 1 7 2 -

100.0 4.2 4.2 45.8 4.2 - 4.2 29.2 8.3 -

50～99人 8 - - 4 - - - 3 - 1

100.0 - - 50.0 - - - 37.5 - 12.5

100人以上 2 - - - - - 1 1 - -

100.0 - - - - - 50.0 50.0 - -

無回答 4 - - - - - - 1 - 3

100.0 - - - - - - 25.0 - 75.0

※①事業主が自ら実施する社会貢献事業、②事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業

従
業
員
規
模
別

５．高年齢者の就労について  

（１）60 歳以上の雇用について（パート、契約社員等を含む）  

60 歳以上の雇用状況をみると、「雇用している」は 52.2％、「過去に雇用したことがあるが、現在

は雇用していない」が 11.8％、「これまでに雇用したことがない」が 27.3％となっている。 

従業員規模別にみると、4人以下の事業所で高齢者の雇用率が低くなっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）高年齢者就業確保措置の導入状況等について  

高年齢者就業確保措置の導入状況等をみると、「導入していない」が 40.8％と最も多くなってい

る。具体的な措置としては、「70 歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入」が

18.4％と最も多く、次いで「定年制の廃止」が 14.7％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

積
極
的
に
雇
用
し
た
い

雇
用
は
せ
ず
に
派
遣
等
で

活
用
し
た
い

雇
用
や
派
遣
等
で
の
活
用
を

考
え
て
い
な
い

無
回
答

「

積
極
的
に
雇
用
し
た
い
」

・

「

派
遣
等
で
活
用
し
た
い
」

と
回
答
し
た
事
業
所
数

意
欲
と
能
力
が
あ
れ
ば
特
に

年
齢
は
関
係
な
い
た
め

高
年
齢
者
の
雇
用
確
保
措
置
が
定

め
ら
れ
て
い
る
た
め

高
年
齢
者
の
身
に
つ
け
た
能
力
・

知
識
な
ど
を
活
用
し
た
い
た
め

（

技
能
・
技
術
の
伝
承
）

技
術
や
仕
事
へ
の
姿
勢
に
つ
い
て

若
年
者
に
対
す
る
教
育
効
果
を
期

待
で
き
る
た
め

人
手
不
足
の
解
消
の
た
め

安
い
賃
金
で
雇
用
で
き
る
た
め

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 100 21 95 29 121 98 6 64 27 41 8 2 5

100.0 40.8 8.6 38.8 11.8 100.0 81.0 5.0 52.9 22.3 33.9 6.6 1.7 4.1

４人以下 134 30 12 73 19 42 33 2 18 5 6 3 2 3

100.0 22.4 9.0 54.5 14.2 100.0 78.6 4.8 42.9 11.9 14.3 7.1 4.8 7.1

５～19人 73 42 7 18 6 49 40 2 28 14 19 2 - 1

100.0 57.5 9.6 24.7 8.2 100.0 81.6 4.1 57.1 28.6 38.8 4.1 - 2.0

20～49人 24 18 2 4 - 20 17 1 11 6 11 3 - 1

100.0 75.0 8.3 16.7 - 100.0 85.0 5.0 55.0 30.0 55.0 15.0 - 5.0

50～99人 8 8 - - - 8 6 1 5 2 4 - - -

100.0 100.0 - - - 100.0 75.0 12.5 62.5 25.0 50.0 - - -

100人以上 2 2 - - - 2 2 - 2 - 1 - - -

100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - 100.0 - 50.0 - - -

無回答 4 - - - 4 - - - - - - - - -

100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - -

従
業
員
規
模
別

雇用・活用する理由

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

ハ
ロ
ー

ワ
ー

ク

民
間
の
職
業
紹
介
所

シ
ル
バ
ー

人
材

セ
ン
タ
ー

求
人
情
報
誌

人
材
派
遣
会
社

独
自
で
探
す

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 83 13 6 20 4 72 10 99

100.0 33.9 5.3 2.4 8.2 1.6 29.4 4.1 40.4

４人以下 134 28 4 2 5 - 29 5 75

100.0 20.9 3.0 1.5 3.7 - 21.6 3.7 56.0

５～19人 73 31 2 1 8 1 31 4 15

100.0 42.5 2.7 1.4 11.0 1.4 42.5 5.5 20.5

20～49人 24 16 5 3 5 2 8 1 5

100.0 66.7 20.8 12.5 20.8 8.3 33.3 4.2 20.8

50～99人 8 6 1 - 2 1 3 - -

100.0 75.0 12.5 - 25.0 12.5 37.5 - -

100人以上 2 2 1 - - - 1 - -

100.0 100.0 50.0 - - - 50.0 - -

無回答 4 - - - - - - - 4

100.0 - - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

（３）高年齢者の雇用や活用 

高年齢者の雇用や活用状況をみると、「積極的に雇用したい」が 40.8％、「雇用はせずに派遣等で

活用したい」が 8.6％、両者を合計すると、ほぼ半数が雇用や活用の意向をもっている。 

雇用や活用する理由をみると、「意欲と能力があれば特に年齢は関係ないため」が 81.0％と最も多

く、次いで「高年齢者の身につけた能力・知識などを活用したいため（技能・技術の伝承）」が

52.9％となっている。  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）高年齢者の雇用や派遣等についての相談・依頼先（複数回答）  

高年齢者の活用にあたり相談や依頼先をみると、「ハローワーク」が 33.9％と最も多く、次いで

「独自で探す」が 29.4％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

高
年
齢
者
が
担
当
す
る
仕
事

の
確
保
が
難
し
い

管
理
職
社
員
の
扱
い
が

難
し
い

健
康
・
体
力
面
で
の
配
慮
が

必
要

重
要
な
業
務
を
任
せ
に
く
い

高
年
齢
者
向
け
の
設
備
や

環
境
整
備
が
必
要

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 35 10 131 17 13 20 73

100.0 14.3 4.1 53.5 6.9 5.3 8.2 29.8

４人以下 134 15 3 51 8 8 14 57

100.0 11.2 2.2 38.1 6.0 6.0 10.4 42.5

５～19人 73 9 4 51 4 4 4 12

100.0 12.3 5.5 69.9 5.5 5.5 5.5 16.4

20～49人 24 10 1 20 4 - 2 -

100.0 41.7 4.2 83.3 16.7 - 8.3 -

50～99人 8 1 1 7 1 1 - -

100.0 12.5 12.5 87.5 12.5 12.5 - -

100人以上 2 - 1 2 - - - -

100.0 - 50.0 100.0 - - - -

無回答 4 - - - - - - 4

100.0 - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

（５）高年齢者の雇用や活用に関する課題（複数回答）  

高年齢者の雇用や活用に関する課題をみると、「健康・体力面での配慮が必要」が 53.5％と、半数

を超えている。次いで「高年齢者が担当する仕事の確保が難しい」が 14.3％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

雇
用
し
て
い
る

過
去
に
雇
用
し
た
こ
と

が
あ
る
が
、

現
在
は
雇

用
し
て
い
な
い

こ
れ
ま
で
に
雇
用
し
た

こ
と
が
な
い

無
回
答

全　体 245 26 17 182 20

100.0 10.6 6.9 74.3 8.2

４人以下 134 7 5 107 15

100.0 5.2 3.7 79.9 11.2

５～19人 73 9 6 56 2

100.0 12.3 8.2 76.7 2.7

20～49人 24 3 5 16 -

100.0 12.5 20.8 66.7 -

50～99人 8 5 1 2 -

100.0 62.5 12.5 25.0 -

100人以上 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -

無回答 4 - - 1 3

100.0 - - 25.0 75.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

「

現
在
は
雇
用
し
て
い
な
い
」

「

雇
用
し
た
こ
と
が
な
い
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

雇
用
に
適
し
た
職
場
や
業
務

が
な
い
か
ら

接
し
方
が
わ
か
ら
な
い
か
ら

職
場
設
備
の
改
善
（

バ
リ
ア

フ
リ
ー

化
等
）

が
必
要

だ
か
ら

安
全
が
確
保
で
き
な
い
か
ら

作
業
効
率
が
落
ち
た
り
、

品
質
管
理
面
で
不
安
だ
か
ら

支
援
体
制
が
整
備
さ
れ
て

い
な
い
か
ら

求
人
条
件
に
あ
う
障
が
い
者

が
い
な
い
か
ら

以
前
ト
ラ
ブ
ル
が
あ
り
、

消
極
的
に
な
っ

た
か
ら

障
が
い
者
の
雇
用
義
務
が

な
い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

全　体 199 102 2 18 21 6 10 31 2 19 23 32

100.0 51.3 1.0 9.0 10.6 3.0 5.0 15.6 1.0 9.5 11.6 16.1

４人以下 112 54 2 11 11 4 7 14 - 15 12 22

100.0 48.2 1.8 9.8 9.8 3.6 6.3 12.5 - 13.4 10.7 19.6

５～19人 62 34 - 5 6 1 1 11 1 2 10 7

100.0 54.8 - 8.1 9.7 1.6 1.6 17.7 1.6 3.2 16.1 11.3

20～49人 21 12 - 2 4 1 2 6 1 2 1 1

100.0 57.1 - 9.5 19.0 4.8 9.5 28.6 4.8 9.5 4.8 4.8

50～99人 3 2 - - - - - - - - - 1

100.0 66.7 - - - - - - - - - 33.3

100人以上 - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

無回答 1 - - - - - - - - - - 1

100.0 - - - - - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

６．障がい者の就労について  

（１）障がい者の雇用について（パート、契約社員等を含む）  

障がい者の雇用状況をみると、「雇用している」は 10.6％、これに「過去に雇用したことがあるが、

現在は雇用していない」が6.9％となっており、両者を合計しても、雇用経験のある事業所は17.5％

にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）障がい者を雇用していない理由（複数回答）  

障がい者を雇用していない理由をみると、「雇用に適した職場や業務がないから」が 51.3％と、半

数を超えている。次いで「求人条件にあう障がい者がいないから」が 15.6％、「安全が確保できない

から」が 10.6％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

雇
用
し
た
い
と
考
え
て
い
る

国
や
自
治
体
の
助
成
金
が
拡
充

す
れ
ば
雇
用
を
検
討
し
た
い

雇
用
の
前
に
実
習
の
受
入
れ
を

し
た
い

国
や
自
治
体
の
助
成
金
が
あ
れ
ば

実
習
の
受
入
れ
を
検
討
し
た
い

障
が
い
者
就
労
支
援
事
業
所
（

Ａ
型

事
業
所
、

Ｂ
型
事
業
所
）

等
へ
の

業
務
発
注
を
し
た
い
と
考
え
て
い
る

在
宅
就
業
の
障
が
い
者
へ
の
業
務

発
注
を
し
た
い
と
考
え
て
い
る

雇
用
や
業
務
発
注
は
考
え
て
い
な
い

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 32 19 15 16 6 3 126 15 45

100.0 13.1 7.8 6.1 6.5 2.4 1.2 51.4 6.1 18.4

４人以下 134 6 8 4 5 3 2 77 11 31

100.0 4.5 6.0 3.0 3.7 2.2 1.5 57.5 8.2 23.1

５～19人 73 17 9 4 3 - - 38 4 6

100.0 23.3 12.3 5.5 4.1 - - 52.1 5.5 8.2

20～49人 24 5 1 5 6 3 1 11 - 1

100.0 20.8 4.2 20.8 25.0 12.5 4.2 45.8 - 4.2

50～99人 8 3 1 1 2 - - - - 3

100.0 37.5 12.5 12.5 25.0 - - - - 37.5

100人以上 2 1 - 1 - - - - - -

100.0 50.0 - 50.0 - - - - - -

無回答 4 - - - - - - - - 4

100.0 - - - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

障
が
い
者
が
担
当

す
る
仕
事
の
確
保
が

難
し
い

社
内
の
理
解
が

得
ら
れ
な
い

健
康
・
体
力
面
で
の

配
慮
が
必
要

重
要
な
業
務
を

任
せ
に
く
い

雇
用
環
境
に
つ
い
て

の
ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 112 6 60 27 45 15 56

100.0 45.7 2.4 24.5 11.0 18.4 6.1 22.9

４人以下 134 53 2 27 11 27 11 36

100.0 39.6 1.5 20.1 8.2 20.1 8.2 26.9

５～19人 73 40 2 21 10 11 3 10

100.0 54.8 2.7 28.8 13.7 15.1 4.1 13.7

20～49人 24 15 1 8 5 6 1 3

100.0 62.5 4.2 33.3 20.8 25.0 4.2 12.5

50～99人 8 3 - 3 1 - - 3

100.0 37.5 - 37.5 12.5 - - 37.5

100人以上 2 1 1 1 - 1 - -

100.0 50.0 50.0 50.0 - 50.0 - -

無回答 4 - - - - - - 4

100.0 - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

（３）障がい者の雇用や活用について（複数回答）  

障がい者の雇用や活用についての考え方をみると、「雇用や業務発注は考えていない」が 51.4％と

半数を超えている。「雇用したいと考えている」は 13.1％にとどまっている。  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）障がい者の雇用や活用に関する課題（複数回答）  

障がい者の雇用や活用に関する課題をみると、「障がい者が担当する仕事の確保が難しい」が

45.7％と最も多くなっている。次いで「健康・体力面での配慮が必要」が 24.5％、「雇用環境につい

てのノウハウがない」が 18.4％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

雇
用
し
て
い
る

過
去
に
雇
用
し
た
こ
と

が
あ
る
が
、

現
在
は
雇

用
し
て
い
な
い

こ
れ
ま
で
に
雇
用
し
た

こ
と
が
な
い

無
回
答

全　体 245 8 13 205 19

100.0 3.3 5.3 83.7 7.8

４人以下 134 3 7 109 15

100.0 2.2 5.2 81.3 11.2

５～19人 73 2 4 66 1

100.0 2.7 5.5 90.4 1.4

20～49人 24 2 - 22 -

100.0 8.3 - 91.7 -

50～99人 8 1 2 5 -

100.0 12.5 25.0 62.5 -

100人以上 2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -

無回答 4 - - 1 3

100.0 - - 25.0 75.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

現
在
も
雇
用
し
て
お
り
、

今
後
も
引
き
続
き
雇
用
し
た
い

現
在
は
雇
用
し
て
い
る
が
、

今
後
の
雇
用
は
考
え
て
い
な
い

現
在
は
雇
用
し
て
い
な
い
が
、

今
後
雇
用
し
た
い

現
在
雇
用
し
て
お
ら
ず
、

今
後
も
雇
用
は
考
え
て
い
な
い

無
回
答

全　体 245 8 1 53 159 24

100.0 3.3 0.4 21.6 64.9 9.8

４人以下 134 3 - 22 91 18

100.0 2.2 - 16.4 67.9 13.4

５～19人 73 2 - 23 47 1

100.0 2.7 - 31.5 64.4 1.4

20～49人 24 2 - 7 14 1

100.0 8.3 - 29.2 58.3 4.2

50～99人 8 1 1 1 5 -

100.0 12.5 12.5 12.5 62.5 -

100人以上 2 - - - 2 -

100.0 - - - 100.0 -

無回答 4 - - - - 4

100.0 - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

７．外国人の就労について  

（１）外国人の雇用について（パート、契約社員等を含む）  

外国人の雇用状況をみると、「雇用している」が 3.3％、「過去に雇用したことがあるが、現在は雇

用していない」が 5.3％、合計すると雇用した経験のある事業所は 8.6％である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）外国人の雇用の意向について  

外国人の雇用意向をみると、「現在雇用しておらず、今後も雇用は考えていない」が 64.9％で最も

多いが、「現在は雇用していないが、今後雇用したい」が 21.6％と、雇用意向のある事業所も少なく

ない。また、「現在も雇用しており、今後も引き続き雇用したい」は 3.3％となっている。 
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

在
留
資
格
な
ど
制
度
の

複
雑
さ

言
語
の
違
い
に
よ
る

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン

文
化
・
価
値
観
・
生
活

習
慣
等
の
違
い

勤
務
年
数
が
短
い

生
活
面
の
サ
ポ
ー

ト
が

必
要

求
人
・
採
用
の
方
法
が

わ
か
ら
な
い

雇
用
環
境
に
つ
い
て
の

ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 87 143 68 26 50 29 68 10 48

100.0 35.5 58.4 27.8 10.6 20.4 11.8 27.8 4.1 19.6

４人以下 134 44 73 38 13 29 19 37 5 31

100.0 32.8 54.5 28.4 9.7 21.6 14.2 27.6 3.7 23.1

５～19人 73 25 45 19 4 16 8 19 4 10

100.0 34.2 61.6 26.0 5.5 21.9 11.0 26.0 5.5 13.7

20～49人 24 11 16 8 8 4 2 10 1 3

100.0 45.8 66.7 33.3 33.3 16.7 8.3 41.7 4.2 12.5

50～99人 8 5 8 2 1 1 - 1 - -

100.0 62.5 100.0 25.0 12.5 12.5 - 12.5 - -

100人以上 2 2 1 1 - - - 1 - -

100.0 100.0 50.0 50.0 - - - 50.0 - -

無回答 4 - - - - - - - - 4

100.0 - - - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

「

今
後
も
雇
用
し
た
い
」

と
回
答
し
た
事
業
所
数

専
門
的
・
技
術
的
分
野
の

在
留
資
格

永
住
者
、

定
住
者
、

日
本
人
の
配
偶
者
等

技
能
実
習

特
定
技
能

資
格
外
活
動
（

留
学
生
）

そ
の
他

無
回
答

「

今
後
も
雇
用
し
た
い
」

と
回
答
し
た
事
業
所
数

人
材
不
足
を
補
う
た
め

優
秀
な
人
材
を
雇
用

で
き
る
か
ら

海
外
へ
の
進
出
（

新
規

市
場
の
開
拓
）

の
た
め

そ
の
他

無
回
答

全　体 61 20 22 16 6 4 4 10 61 31 18 1 8 9

100.0 32.8 36.1 26.2 9.8 6.6 6.6 16.4 100.0 50.8 29.5 1.6 13.1 14.8

４人以下 25 10 8 3 4 4 2 4 25 11 8 - 4 4

100.0 40.0 32.0 12.0 16.0 16.0 8.0 16.0 100.0 44.0 32.0 - 16.0 16.0

５～19人 25 6 12 9 1 - 2 4 25 13 8 1 4 2

100.0 24.0 48.0 36.0 4.0 - 8.0 16.0 100.0 52.0 32.0 4.0 16.0 8.0

20～49人 9 3 2 4 1 - - 1 9 6 2 - - 2

100.0 33.3 22.2 44.4 11.1 - - 11.1 100.0 66.7 22.2 - - 22.2

50～99人 2 1 - - - - - 1 2 1 - - - 1

100.0 50.0 - - - - - 50.0 100.0 50.0 - - - 50.0

100人以上 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

従
業
員
規
模
別

雇用したい外国人の在留資格 雇用する理由

（３）外国人を雇用する際の課題（複数回答）  

外国人を雇用する際の課題をみると、「言語の違いによるコミュニケーション」が 58.4％と最も多

くなっている。次いで「在留資格など制度の複雑さ」が 35.5％、「文化・価値観・生活習慣等の違い」

「雇用環境についてのノウハウがない」がともに 27.8％となっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（４）雇用したい外国人の在留資格と理由（複数回答）  

雇用したい外国人の在留資格をみると、「永住者、定住者、日本人の配偶者等」が 36.1％と最も多

く、次いで「専門的・技術的分野の在留資格」が 32.8％、「技能実習」が 26.2％となっている。 

今後も雇用したい理由をみると、「人材不足を補うため」が 50.8％と半数を超え、次いで「優秀な

人材を雇用できるから」が 29.5％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

雇
用
し
て
い
る

過
去
に
雇
用
し
た
こ
と

が
あ
る
が
、

現
在
は
雇

用
し
て
い
な
い

こ
れ
ま
で
に
雇
用
し
た

こ
と
が
な
い

無
回
答

「

こ
れ
ま
で
に
雇
用
し

た
こ
と
が
な
い
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

業
務
に
見
合
っ

た
能
力

が
見
受
け
ら
れ
な
い

社
会
人
と
し
て
の
経
験

が
足
り
な
い

労
働
条
件
が
合
わ
な
い

教
育
・
指
導
が
難
し
い

定
年
ま
で
の
期
間
が

短
い

募
集
し
た
が
応
募
が

な
い

新
卒
を
優
先
的
に
雇
用

し
て
い
る

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 91 15 114 25 114 12 3 20 9 2 29 5 31 17

100.0 37.1 6.1 46.5 10.2 100.0 10.5 2.6 17.5 7.9 1.8 25.4 4.4 27.2 14.9

４人以下 134 26 9 81 18 81 9 2 13 8 1 16 1 26 14

100.0 19.4 6.7 60.4 13.4 100.0 11.1 2.5 16.0 9.9 1.2 19.8 1.2 32.1 17.3

５～19人 73 38 5 27 3 27 3 - 7 1 1 9 4 4 2

100.0 52.1 6.8 37.0 4.1 100.0 11.1 - 25.9 3.7 3.7 33.3 14.8 14.8 7.4

20～49人 24 19 1 3 1 3 - 1 - - - 3 - - -

100.0 79.2 4.2 12.5 4.2 100.0 - 33.3 - - - 100.0 - - -

50～99人 8 7 - 1 - 1 - - - - - - - 1 -

100.0 87.5 - 12.5 - 100.0 - - - - - - - 100.0 -

100人以上 2 1 - 1 - 1 - - - - - 1 - - -

100.0 50.0 - 50.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - - -

無回答 4 - - 1 3 1 - - - - - - - - 1

100.0 - - 25.0 75.0 100.0 - - - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

雇用しない理由

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

就
職
氷
河
期
世
代
対
象

合
同
企
業
面
接
会
等
の

開
催

事
業
主
向
け
相
談
窓
口

の
設
置

求
人
・
求
職
情
報
の

提
供

雇
用
後
の
職
業
訓
練
、

研
修
制
度
の
充
実

企
業
に
対
す
る
助
成

制
度
の
拡
充
及
び
周
知

セ
ミ
ナ
ー

・
説
明
会
の

開
催

特
に
な
し

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 21 16 57 29 38 9 61 5 77

100.0 8.6 6.5 23.3 11.8 15.5 3.7 24.9 2.0 31.4

４人以下 134 6 6 17 12 20 6 43 5 43

100.0 4.5 4.5 12.7 9.0 14.9 4.5 32.1 3.7 32.1

５～19人 73 11 8 26 13 13 2 10 - 21

100.0 15.1 11.0 35.6 17.8 17.8 2.7 13.7 - 28.8

20～49人 24 1 1 10 3 2 - 6 - 8

100.0 4.2 4.2 41.7 12.5 8.3 - 25.0 - 33.3

50～99人 8 1 - 3 1 3 - 2 - 1

100.0 12.5 - 37.5 12.5 37.5 - 25.0 - 12.5

100人以上 2 2 1 1 - - 1 - - -

100.0 100.0 50.0 50.0 - - 50.0 - - -

無回答 4 - - - - - - - - 4

100.0 - - - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

８．就職氷河期世代の就労について  

（１）正社員としての雇用について 

正社員としての雇用状況をみると、「雇用している」が 37.1％、「過去に雇用したことがあるが、

現在は雇用していない」が 6.1％、合計 43.2％が雇用した経験がある。 

雇用したことのない理由をみると、「募集したが応募がない」が 25.4％と最も多く、次いで「労働

条件が合わない」が 17.5％となっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）雇用を進めるために必要な行政支援（複数回答）  

就職氷河期世代の雇用を進めるための行政支援をみると、「求人・求職情報の提供」が 23.3％と最

も多いが、「特になし」も 24.9％となっている。 
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

行
っ

た

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

全　体 245 43 163 39

100.0 17.6 66.5 15.9

４人以下 134 11 93 30

100.0 8.2 69.4 22.4

５～19人 73 16 53 4

100.0 21.9 72.6 5.5

20～49人 24 10 12 2

100.0 41.7 50.0 8.3

50～99人 8 4 4 -

100.0 50.0 50.0 -

100人以上 2 2 - -

100.0 100.0 - -

無回答 4 - 1 3

100.0 - 25.0 75.0

従
業
員
規
模
別

９．非正規従業員について  

（１）「無期転換ルール」への対応  

「無期転換ルール」への対応として就業規則の整備（改正）等の実施状況をみると、「行った」は

17.6％にとどまっている。 
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

雇
用
し
て
い
る

雇
用
し
て
い
な
い

無
回
答

回
答
事
業
所
数

1
時
間
あ
た
り
の

平
均
賃
金
（

円
）

全　体 245 93 128 24 90 1,088

100.0 38.0 52.2 9.8

４人以下 134 45 72 17 43 1,034

100.0 33.6 53.7 12.7

５～19人 73 29 40 4 29 1,269

100.0 39.7 54.8 5.5

20～49人 24 13 11 - 13 946

100.0 54.2 45.8 -

50～99人 8 4 4 - 4 869

100.0 50.0 50.0 -

100人以上 2 2 - - 1 878

100.0 100.0 - -

無回答 4 - 1 3 - -

100.0 - 25.0 75.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

「

雇
用
し
て
い
る
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

事
務

販
売

接
客

営
業

現
場
作
業

専
門
技
術

そ
の
他

無
回
答

全　体 93 45 7 15 3 25 11 15 2

100.0 48.4 7.5 16.1 3.2 26.9 11.8 16.1 2.2

４人以下 45 17 5 9 2 13 7 4 1

100.0 37.8 11.1 20.0 4.4 28.9 15.6 8.9 2.2

５～19人 29 16 - 4 - 4 2 8 -

100.0 55.2 - 13.8 - 13.8 6.9 27.6 -

20～49人 13 8 1 1 1 5 2 2 -

100.0 61.5 7.7 7.7 7.7 38.5 15.4 15.4 -

50～99人 4 3 1 1 - 3 - 1 -

100.0 75.0 25.0 25.0 - 75.0 - 25.0 -

100人以上 2 1 - - - - - - 1

100.0 50.0 - - - - - - 50.0

無回答 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -

従
業
員
規
模
別

Ａ.パートタイム労働者 

（１）パートタイム労働者の雇用状況と 1時間当たりの平均賃金 

パートタイム労働者についてみると、「雇用している」は 38.0％となっている。 

その１時間あたりの平均賃金は 1,088 円となっている。  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）パートタイム労働者の職種（複数回答）  

パートタイム労働者の職種をみると、「事務」が 48.4％と最も多くなっている。次いで「現場作

業」が 26.9％、「接客」が 16.1％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

雇
用
し
て
い
る

雇
用
し
て
い
な
い

無
回
答

回
答
事
業
所
数

1
時
間
あ
た
り
の

平
均
賃
金
（

円
）

全　体 245 21 186 38 17 1,793

100.0 8.6 75.9 15.5

４人以下 134 5 103 26 5 2,774

100.0 3.7 76.9 19.4

５～19人 73 7 62 4 5 1,080

100.0 9.6 84.9 5.5

20～49人 24 5 17 2 4 1,885

100.0 20.8 70.8 8.3

50～99人 8 3 4 1 3 1,223

100.0 37.5 50.0 12.5

100人以上 2 1 - 1 - -

100.0 50.0 - 50.0

無回答 4 - - 4 - -

100.0 - - 100.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

「

雇
用
し
て
い
る
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

事
務

販
売

接
客

営
業

現
場
作
業

専
門
技
術

そ
の
他

全　体 21 6 1 3 3 7 7 4

100.0 28.6 4.8 14.3 14.3 33.3 33.3 19.0

４人以下 5 - 1 3 1 2 3 -

100.0 - 20.0 60.0 20.0 40.0 60.0 -

５～19人 7 2 - - 1 1 - 3

100.0 28.6 - - 14.3 14.3 - 42.9

20～49人 5 1 - - - 2 4 1

100.0 20.0 - - - 40.0 80.0 20.0

50～99人 3 2 - - - 2 - -

100.0 66.7 - - - 66.7 - -

100人以上 1 1 - - 1 - - -

100.0 100.0 - - 100.0 - - -

無回答 - - - - - - - -

- - - - - - - -

従
業
員
規
模
別

Ｂ.契約社員 

（１）契約社員の雇用状況と 1時間当たりの平均賃金  

契約社員の雇用状況をみると、「雇用している」は 8.6％となっている。 

その１時間あたりの平均賃金は 1,793 円となっている。  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）契約社員の職種（複数回答）  

契約社員の職種をみると、「現場作業」と「専門技術」がともに 33.3％、「事務」が 28.6％となっ

ている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

い
る

い
な
い

無
回
答

い
る
事
業
所
数

1
時
間
あ
た
り
の

平
均
賃
金
（

円
）

全　体 245 14 184 47 14 1,550

100.0 5.7 75.1 19.2

４人以下 134 2 96 36 2 938

100.0 1.5 71.6 26.9

５～19人 73 2 67 4 2 1,900

100.0 2.7 91.8 5.5

20～49人 24 4 18 2 4 1,753

100.0 16.7 75.0 8.3

50～99人 8 6 1 1 6 1,502

100.0 75.0 12.5 12.5

100人以上 2 - 2 - - -

100.0 - 100.0 -

無回答 4 - - 4 - -

100.0 - - 100.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

「

い
る
」

と
回
答
し
た

事
業
所
数

事
務

販
売

接
客

営
業

現
場
作
業

専
門
技
術

そ
の
他

全　体 14 4 - - 1 9 1 1

100.0 28.6 - - 7.1 64.3 7.1 7.1

４人以下 2 1 - - - 1 - -

100.0 50.0 - - - 50.0 - -

５～19人 2 - - - - 2 - -

100.0 - - - - 100.0 - -

20～49人 4 1 - - 1 3 1 -

100.0 25.0 - - 25.0 75.0 25.0 -

50～99人 6 2 - - - 3 - 1

100.0 33.3 - - - 50.0 - 16.7

100人以上 - - - - - - - -

- - - - - - - -

無回答 - - - - - - - -

- - - - - - - -

従
業
員
規
模
別

Ｃ.派遣労働者 

（１）派遣労働者の有無と 1時間当たりの平均賃金 

派遣労働者がいるかどうかをみると、「いる」は 5.7％となっている。  

その１時間あたりの平均賃金は 1,550 円となっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（２）派遣労働者の職種（複数回答）  

派遣労働者の職種をみると、「現場作業」が 64.3％と最も多く、次いで、「事務」が 28.6％となっ

ている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

過
剰
と
な
っ

て
い
る

過
不
足
な
し

不
足
し
て
い
る

無
回
答

全　体 245 4 115 102 24

100.0 1.6 46.9 41.6 9.8

４人以下 134 4 79 34 17

100.0 3.0 59.0 25.4 12.7

５～19人 73 - 25 45 3

100.0 - 34.2 61.6 4.1

20～49人 24 - 6 18 -

100.0 - 25.0 75.0 -

50～99人 8 - 3 4 1

100.0 - 37.5 50.0 12.5

100人以上 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -

無回答 4 - 1 - 3

100.0 - 25.0 - 75.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

新
規
学
卒
者
を
採
用

し
た
い

新
規
学
卒
者
を
中
心
に
、

中
途
採
用
も
し
た
い

中
途
採
用
を
し
た
い

中
途
採
用
を
中
心
に
、

新
規
学
卒
者
も
採
用

し
た
い

新
規
学
卒
者
、

中
途
採
用

に
関
わ
ら
ず
採
用
し
た
い

新
規
学
卒
者
、

中
途
採
用

の
採
用
予
定
は
な
い

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 8 12 48 19 44 58 15 41

100.0 3.3 4.9 19.6 7.8 18.0 23.7 6.1 16.7

４人以下 134 3 - 23 4 16 48 13 27

100.0 2.2 - 17.2 3.0 11.9 35.8 9.7 20.1

５～19人 73 - 8 18 11 16 9 2 9

100.0 - 11.0 24.7 15.1 21.9 12.3 2.7 12.3

20～49人 24 2 4 4 2 10 - - 2

100.0 8.3 16.7 16.7 8.3 41.7 - - 8.3

50～99人 8 2 - 3 1 2 - - -

100.0 25.0 - 37.5 12.5 25.0 - - -

100人以上 2 1 - - 1 - - - -

100.0 50.0 - - 50.0 - - - -

無回答 4 - - - - - 1 - 3

100.0 - - - - - 25.0 - 75.0

従
業
員
規
模
別

１０．人材確保について  

（１）人員の充足状況について  

事業所の人員の充足状況をみると、「過不足なし」が 46.9％と最も多いが、「不足している」も

41.6％と多く、「過剰となっている」は 1.6％となっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（２）今後の採用の意向について  

今後の採用の意向をみると、不足感はあるものの、「新規学卒者、中途採用の採用予定はない」が

23.7％と最も多い。次いで「中途採用をしたい」が 19.6％、「新規学卒者、中途採用に関わらず採用

したい」が 18.0％なっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

採
用
予
算
の
拡
大

企
業
説
明
会
へ
の
積
極
的

な
参
加

企
業
の
魅
力
の
情
報
発
信

学
生
の
イ
ン
タ
ー

ン

シ
ッ

プ
の
受
入
れ

給
与
の
引
き
上
げ
・
福
利

厚
生
の
充
実

従
業
員
の
奨
学
金
返
還
に

対
す
る
手
当
等
の
支
援

休
暇
を
取
得
し
や
す
い

名
称
の
休
暇
制
度
の
導
入

（

メ
モ
リ
ア
ル
休
暇
、

フ
ァ

ミ
リ
ー

休
暇
な
ど
）

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 32 20 47 12 68 3 20 23 91

100.0 13.1 8.2 19.2 4.9 27.8 1.2 8.2 9.4 37.1

４人以下 134 15 2 9 1 22 2 8 21 66

100.0 11.2 1.5 6.7 0.7 16.4 1.5 6.0 15.7 49.3

５～19人 73 11 9 21 6 32 1 10 1 16

100.0 15.1 12.3 28.8 8.2 43.8 1.4 13.7 1.4 21.9

20～49人 24 5 5 10 4 12 - 2 1 4

100.0 20.8 20.8 41.7 16.7 50.0 - 8.3 4.2 16.7

50～99人 8 1 2 5 - 2 - - - 1

100.0 12.5 25.0 62.5 - 25.0 - - - 12.5

100人以上 2 - 2 2 1 - - - - -

100.0 - 100.0 100.0 50.0 - - - - -

無回答 4 - - - - - - - - 4

100.0 - - - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

採
用
予
算
の
拡
大

企
業
説
明
会
へ
の
積
極
的

な
参
加

企
業
の
魅
力
の
情
報
発
信

学
生
の
イ
ン
タ
ー

ン

シ
ッ

プ
の
受
入
れ

給
与
の
引
き
上
げ
・
福
利

厚
生
の
充
実

従
業
員
の
奨
学
金
返
還
に

対
す
る
手
当
等
の
支
援

休
暇
を
取
得
し
や
す
い

名
称
の
休
暇
制
度
の
導
入

（

メ
モ
リ
ア
ル
休
暇
、

フ
ァ

ミ
リ
ー

休
暇
な
ど
）

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 28 11 39 12 57 5 27 21 99

100.0 11.4 4.5 15.9 4.9 23.3 2.0 11.0 8.6 40.4

４人以下 134 16 2 11 5 19 2 10 19 66

100.0 11.9 1.5 8.2 3.7 14.2 1.5 7.5 14.2 49.3

５～19人 73 7 8 17 4 26 2 11 1 23

100.0 9.6 11.0 23.3 5.5 35.6 2.7 15.1 1.4 31.5

20～49人 24 5 1 9 1 9 1 3 - 5

100.0 20.8 4.2 37.5 4.2 37.5 4.2 12.5 - 20.8

50～99人 8 - - 2 2 2 - 1 1 1

100.0 - - 25.0 25.0 25.0 - 12.5 12.5 12.5

100人以上 2 - - - - 1 - 2 - -

100.0 - - - - 50.0 - 100.0 - -

無回答 4 - - - - - - - - 4

100.0 - - - - - - - - 100.0

従
業
員
規
模
別

（３）人材確保に関しての取組  

①現在取り組んでいるもの（複数回答）  

人材確保に関して現在取り組んでいることをみると、「給与の引き上げ・福利厚生の充実」が

27.8％と最も多く、次いで「企業の魅力の情報発信」が 19.2％、「採用予算の拡大」が 13.1％となっ

ている。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②今後新たに取り組みたいもの（複数回答）  

人材確保に関して、今後新たに取り組みたいことをみると、「給与の引き上げ・福利厚生の充実」

が 23.3％と最も多く、次いで「企業の魅力の情報発信」が 15.9％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

あ
る

な
い

無
回
答

「

あ
る
」

と
回
答

し
た
事
業
所
数

中
小
企
業
退
職
金

共
済
制
度
に
加
入

特
定
退
職
金
共
済

制
度
に
加
入

事
業
所
独
自
で

退
職
金
を
積
み

立
て
て
い
る

そ
の
他

無
回
答

全　体 245 108 117 20 108 61 10 31 15 3

100.0 44.1 47.8 8.2 100.0 56.5 9.3 28.7 13.9 2.8

４人以下 134 40 78 16 40 25 2 9 6 2

100.0 29.9 58.2 11.9 100.0 62.5 5.0 22.5 15.0 5.0

５～19人 73 40 32 1 40 23 4 11 5 1

100.0 54.8 43.8 1.4 100.0 57.5 10.0 27.5 12.5 2.5

20～49人 24 21 3 - 21 11 3 6 2 -

100.0 87.5 12.5 - 100.0 52.4 14.3 28.6 9.5 -

50～99人 8 5 3 - 5 2 - 4 1 -

100.0 62.5 37.5 - 100.0 40.0 - 80.0 20.0 -

100人以上 2 2 - - 2 - 1 1 1 -

100.0 100.0 - - 100.0 - 50.0 50.0 50.0 -

無回答 4 - 1 3 - - - - - -

100.0 - 25.0 75.0 - - - - - -

従
業
員
規
模
別

退職金積み立ての方法

上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

知
っ

て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

「

知
っ

て
い
る
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

す
で
に
利
用
し
た

今
後
利
用
し
た
い

興
味
が
な
い

無
回
答

「

知
ら
な
い
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

今
後
利
用
し
た
い

興
味
が
な
い

無
回
答

全　体 245 83 114 48 83 11 38 29 5 114 32 56 26

100.0 33.9 46.5 19.6 100.0 13.3 45.8 34.9 6.0 100.0 28.1 49.1 22.8

４人以下 134 46 53 35 46 7 24 12 3 53 17 22 14

100.0 34.3 39.6 26.1 100.0 15.2 52.2 26.1 6.5 100.0 32.1 41.5 26.4

５～19人 73 24 39 10 24 2 11 10 1 39 12 19 8

100.0 32.9 53.4 13.7 100.0 8.3 45.8 41.7 4.2 100.0 30.8 48.7 20.5

20～49人 24 8 16 - 8 1 2 4 1 16 3 9 4

100.0 33.3 66.7 - 100.0 12.5 25.0 50.0 12.5 100.0 18.8 56.3 25.0

50～99人 8 3 5 - 3 - 1 2 - 5 - 5 -

100.0 37.5 62.5 - 100.0 - 33.3 66.7 - 100.0 - 100.0 -

100人以上 2 2 - - 2 1 - 1 - - - - -

100.0 100.0 - - 100.0 50.0 - 50.0 - - - - -

無回答 4 - 1 3 - - - - - 1 - 1 -

100.0 - 25.0 75.0 - - - - - 100.0 - 100.0 -

従
業
員
規
模
別

利用経験と利用意向 今後の利用意向

１１．退職金制度について  

（１）「退職金制度」の有無について 

退職金制度についてみると、「ある」は 44.1％となっている。 

退職金の積み立て方法をみると、「中小企業退職金共済制度に加入」が 56.5％と最も多く、次いで

「事業所独自で退職金を積み立てている」が 28.7％となっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）「大分市中小企業退職金共済掛金補助制度」について  

大分市中小企業退職金共済掛金補助制度の認知状況をみると、「知っている」は 33.9％となってい

る。 

知っている事業所での制度の利用経験としては、「すでに利用した」が 13.3％にとどまり、「今後

利用したい」が 45.8％となっている。 

制度を知らない事業所では、「興味がない」が 49.1％とほぼ半数を占め、「今後利用したい」は

28.1％となっている。  
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上段：実数
下段：パーセント

回
答
事
業
所
数

知
っ

て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

「

知
っ

て
い
る
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

加
入
し
て
い
る

加
入
を
検
討
し
た
い

加
入
す
る
つ
も
り
は
な
い

加
入
し
て
い
た
が

退
会
し
た

無
回
答

「

知
ら
な
い
」

と

回
答
し
た
事
業
所
数

加
入
を
検
討
し
た
い

加
入
す
る
つ
も
り
は
な
い

無
回
答

全　体 245 77 148 20 77 28 11 30 4 4 148 27 99 22

100.0 31.4 60.4 8.2 100.0 36.4 14.3 39.0 5.2 5.2 100.0 18.2 66.9 14.9

４人以下 134 31 87 16 31 10 5 11 2 3 87 15 62 10

100.0 23.1 64.9 11.9 100.0 32.3 16.1 35.5 6.5 9.7 100.0 17.2 71.3 11.5

５～19人 73 28 44 1 28 12 3 10 2 1 44 8 27 9

100.0 38.4 60.3 1.4 100.0 42.9 10.7 35.7 7.1 3.6 100.0 18.2 61.4 20.5

20～49人 24 13 11 - 13 6 3 4 - - 11 3 5 3

100.0 54.2 45.8 - 100.0 46.2 23.1 30.8 - - 100.0 27.3 45.5 27.3

50～99人 8 4 4 - 4 - - 4 - - 4 - 4 -

100.0 50.0 50.0 - 100.0 - - 100.0 - - 100.0 - 100.0 -

100人以上 2 1 1 - 1 - - 1 - - 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - 100.0 - - 100.0 - - 100.0 100.0 - -

無回答 4 - 1 3 - - - - - - 1 - 1 -

100.0 - 25.0 75.0 - - - - - - 100.0 - 100.0 -

従
業
員
規
模
別

加入状況と加入意向 今後の加入意向

上段：実数
下段：パーセント

「

加
入
し
て
い
た
が

退
会
し
た
」

と
回
答

し
た
事
業
所
数

会
費
の
支
払
が
困
難

に
な
っ

た
か
ら

他
の
同
様
の
制
度
に

加
入
し
た
か
ら

サ
ー

ビ
ス
を
利
用

す
る
機
会
が
あ
ま
り

な
か
っ

た
か
ら

そ
の
他

全　体 4 - - 4 -

100.0 - - 100.0 -

４人以下 2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -

５～19人 2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -

20～49人 - - - - -

- - - - -

50～99人 - - - - -

- - - - -

100人以上 - - - - -

- - - - -

無回答 - - - - -

- - - - -

従
業
員
規
模
別

１２．その他  

（１）「一般財団法人 おおいた勤労者サービスセンター」について  

一般財団法人 おおいた勤労者サービスセンターの認知状況をみると、「知っている」は 31.4％と

なっている。 

知っている事業所における加入状況をみると、「加入している」が 36.4％、「加入を検討したい」

が 14.3％となっている。 

知らない事業所における加入意向をみると、「加入を検討したい」は 18.2％となっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）退会した理由  

一般財団法人 おおいた勤労者サービスセンターに加入していたが退会した事業所の退会理由をみ

ると、すべての事業所が「サービスを利用する機会があまりなかったから」としている。 

 

 

 


